
 

学生に向けた神戸医療産業都市認知拡大にかかる動画制作業務委託 

実施要領（公募型プロポーザル） 

 

１ 案件名称 

学生に向けた神戸医療産業都市認知拡大にかかる動画制作業務委託 

 

２ 業務内容に関する事項 

（１）事業目的と概要 

 神戸医療産業都市は、日本最大級のバイオメディカルクラスターとして、研究機関や大学、病院、企

業、スタートアップなどが集積し、再生医療、創薬・バイオ、医療機器開発、遺伝子治療、計算科学、

バイオものづくり等の先端分野において事業活動が行われている。 

 神戸医療産業都市の研究開発や事業活動を広く発信することで、神戸医療産業都市における取組み

の理解促進を図り、将来的な医療・バイオを含む理系人材の育成・確保につなげることを目的とする。 

 具体的には、神戸医療産業都市に集積する研究機関、大学、病院、スタートアップ、医療関連企業等

の活動や人材を魅力的に発信することにより、中高生等の若年層が理系分野への興味・関心を高め、将

来的に理系の進路や職業選択をイメージできる機会を創出することを目指す。 

 

（２）業務内容 

・動画制作業務 

（別紙「仕様書」のとおり） 

 

（３）事業規模（契約上限額） 

金 3,800,000 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

（４）契約期間 

契約締結日から令和９年３月 31 日（水曜）まで 

 

３ 契約に関する事項 

（１）契約の方法 

神戸市契約規則の規定に基づき、委託契約を締結する。契約内容は本市と協議のうえ、仕様書及び企

画提案書に基づき決定する。 

なお、契約の締結に際し、万一、応募書類の記載内容に虚偽の内容があった場合は、契約締結をしな

いことがある。 

（２）委託料の支払い 

業務完了後、本市の検査を経て、受注者の請求に基づき支払うこととする。 

（３）契約書案 

別紙（頭書及び委託契約約款）参照 

（４）その他 

契約締結後、当該契約の履行期間中に受注者が神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要

綱に基づく除外措置を受けたときは、契約の解除を行う。 

 

４ 応募資格 

次に掲げる条件のすべてに該当すること。 

（１）代表者及び役員に破産者及び禁固以上の刑に処せられている者がいる団体でないこと。 

（２）神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（３）地方自治法施行令 167 条の４の規定に該当しないこと。 

（４）神戸市における請負及び委託契約の業務について、これまで契約違反など履行状況が不良と評価を受

けていないこと。 

（５）銀行取引停止処分を受けていないこと。 



（６）会社更生法に基づく更生手続き開始の申立又は民事再生法に基づく再生手続き申立がなされている

団体（更生又は再生の手続き開始の決定がなされている者で履行不能に陥るおそれがないと神戸市

が定めた団体を除く。）でないこと。 

（７）参加申請関係書類の提出期間の最終日から契約候補者選定までの間に、神戸市指名停止基準要綱に基

づく指名停止を受けていないこと。 

（８）神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱に基づく除外措置を受けていないこと。 

（９）「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱第５条」に該当しないこと。 

（10）租税公課の滞納処分を受けていないこと。 

（11）本事業の目的に賛同し、これを推進しようとする意欲があること。 

（12）企業共同体による応募の場合は、代表者及び構成員が上記(１)から(11)をすべて満たすこと。また、

神戸市との連絡調整は代表者が行い、委託契約に係る事務処理についても代表者の名義で行うこと。

これを確認するために、全構成員の共同企業体結成同意書（様式第９号）を提出すること。 

 

５ スケジュール             

（１）公募開始    令和８年 10 月 14 日（水曜） 

（２）参加申込書兼質問書等の提出 令和８年 10 月 30 日（金曜）17 時 30 分必着 

（３）質問に対する回答   令和８年 11 月９日（月曜）まで 

（４）提案書・見積書等の提出      令和８年 11 月 30 日（月曜）17 時 30 分必着 

（５）選定結果の通知   令和８年 12 月上旬予定 

（６）契約締結・事業開始  令和８年 12 月上旬予定 

（７）事業完了    令和９年３月 31 日（水曜） 

 

６ 応募手続き等に関する事項 

（１） 参加申込書兼質問書の提出 

ア 提出期限      令和８年 10月 30 日（金曜）17時 30 分必着 

イ 提出書類      ・参加申込書兼質問書（様式第１号） 

            ・誓約書（様式第２号） 

ウ 提出部数      E メールにて電子データまたは郵送にて 1部 

エ 提出先       後記「８（２）提出先、問い合わせ先」参照 

 なお、期限までに参加申込書を提出していない場合、本プロポーザルに参加することはできない。

また、期限を過ぎてからの質問も受け付けない。参加資格通知については、無資格者のみに対し電

子メールで回答予定（令和８年 11月中旬～11 月下旬予定）。 

 

（２） 質問への回答 

 参加申込書兼質問書の提出者全員（質問者以外を含む）に対して、令和８年 11 月９日（月曜）まで

に参加申込書兼質問書記載の連絡担当者宛にＥメールで回答する。ただし、事実関係の確認など回答す

ることで他の応募者が不利にならない事項についてはこの限りではない。なお、回答の際、質問した事

業者名は公表しないこととする。 

 

（３） 企画提案書等の提出 

ア 企画提案書の必須記載項目は、以下のとおりとする。 

 ①本業務に対する考え方、ポイント、実施方針 

      ②制作する動画の内容（１本分の素案）が示された絵コンテ（演出の詳細・使用する技術等） 

がわかる資料 

  ③実施スケジュール 

④本業務にかかる実施体制・支援体制（定期的な会議への出席回数を含む） 

  ⑤類似業務実績 

イ 提出期限    令和８年 11月 30 日（月曜）17時 30 分必着 

ウ 提出書類    ①企画提案書提出書（様式第３号） 

          ②企画提案書（参考様式第４号、様式自由） 



          ③見積書（様式自由） 

           ・日付・法人名・所在地・代表者名を記入すること 

（代表者印の押印は不要） 

・見積額は税込みで記載すること 

          ④共同企業体結成届出書（様式第５号）※共同企業体の場合のみ 

          ⑤共同企業体結成同意書（様式第６号）※共同企業体の場合のみ 

          ⑥法人・団体概要がわかる資料（様式自由） 

          ⑦その他補足資料（任意、様式自由） 

エ 提出部数    E メールにて電子データまたは郵送にて 1部 

オ 提出先     後記「８（２）提出先、問い合わせ先」参照 

カ その他  

  期限までに提案書・見積書等の提出がない場合、本プロポーザルへの参加辞退として取り扱う。 

容量オーバーやメール送受信のトラブル等でメールが届かなかった場合においても、提出期限後 

の提出は一切受け付けない。市メールアドレスの容量は 14MB までとなっており、容量がそれを超 

える場合は事前連絡すること。また、やむを得ず持参による場合は、事前にその旨を連絡するこ 

と。 

 

７ 選定に関する事項 

（１）評価基準 

   審査は、次に示す観点から総合的に公平かつ客観的な審査を行うものとする。 

   

評価項目 点数 

１ 
実施

内容 

動画の企

画提案内

容 

実施方針等が、本業務の趣旨及びコンセプトを理解し、効果が期待

できるものになっているか 
20 点 

メインターゲットに合わせた具体的かつ効果的で実現性のある動画

内容を提案しているか 
40 点 

工程やスケジュールが適切で、業務の目的を達成するにあたり効果

的に設定されているか 
10 点 

２ 

実施

体制 

人員及び

実績 

本業務を遂行するにあたり、管理責任者及び担当スタッフが十分に

配置されているか。また、十分な経験と実績を有しているか 
10 点 

見積金額 
10 点×{１−(提案された見積額−最低見積額)／最低見積額} 

10 点 

３ 地域制 
提案者は、神戸市に本店、支店等を設けているか 

（本店 10 点、支店５点） 
10 点 

合計 
100 点 

 

（２）選定方法 

   ア 本企画提案書の審査については、選定委員会が行い、その意見を受けて選定する。 

また、必要に応じて応募者によるプレゼンテーションを実施する場合がある。 

   イ 選定委員は、以下の評価基準に沿って、100 点満点で評価を行い、各委員の点数の平均点（＝評 

価点）が最も高い応募者を、受託候補者とする。受託候補者が辞退又は協議が不調のときは、評 

価委員会で順位付けられた上位の者から順に契約の締結の協議を行う。 

※ただし、60点未満の場合は受託候補者に選定しない。企画提案事業者が１者であっても同様 

の扱いとする。 

   ウ 審査の結果、評価点が最も高い応募者が複数いる場合は、当該応募者のうち、以下の評価基準の 

順に点数を比較し、点数が高いものを受託候補者とする。すべての評価基準の点数が同点の場合 

は、くじ引きにより決定する。 

     ①「動画の企画提案内容」の合計点数 



     ②「人員及び実績」の点数 

     ③「見積金額」の点数 

   エ 令和８年 12月初旬に神戸市役所内にて実施予定。 

 

（４） 失格事由 

次のいずれかに該当した場合は、選定対象から除外する。 

ア 選定委員に対して、直接、間接を問わず、故意に接触を求めること 

イ 他の参加者と企画提案の内容またはその意思について相談を行うこと 

ウ 事業者選定終了までの間に、他の参加者に対して企画提案の内容を意図的に開示すること 

エ 提出書類に虚偽の記載を行うこと 

オ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと 

 

（５）選考結果の通知及び発表 

   令和８年 12 月上旬を目途に、すべての応募者に結果を通知するとともに神戸市ホームページ上で公

表する。神戸市ホームページには、選定した事業者名と評価点、他の応募者の評価点を掲示する。 

 

８ その他 

（１） 提案に要する費用、条件等 

ア 企画提案書の作成に要する費用は、応募者の負担とする。 

イ 提出された企画提案書は、プライバシー情報、法人等情報などの非公開事由に該当する部分を 

除き、神戸市情報公開請求条例に基づく情報公開の対象となる。 

ウ 期限後の提出、差替え等は認めない。また、提出された書類は返却しない。 

エ 提出された企画提案書は、審査・業者選定の用以外に応募者に無断で使用しない（神戸市情報 

 公開条例に基づく公開を除く。） 

オ 提出された書類について、予め提案審査会前に内容の確認を行う場合がある。 

カ 応募申請後に神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止又は神戸市契約事務等からの暴力団等 

の排除に関する要綱に基づく除外措置を受けた者の公募型プロポーザル応募は無効とする。 

キ 企画提案書を提出後に、提案審査会への応募を辞退する場合は速やかに「応募辞退届（様式第 

７号）」を「８（２）問合せ及び書類の提出先」まで Eメールにて提出すること。 

 

（２）提出先、問い合わせ先 

   神戸市企画調整局医療産業都市部（政策担当） 

   住所：〒650-8570 神戸市中央区加納町６－５－１ 神戸市役所 1号館 12 階 

   電話：078-322- 5037 E-mail：iryo_chousa@city.kobe.lg.jp 

 



学生に向けた神戸医療産業都市認知拡大にかかる動画制作業務 

 

１．業務名称 

学生に向けた神戸医療産業都市認知拡大にかかる動画制作業務 

 

２．業務目的 

 神戸医療産業都市は、日本最大級のバイオメディカルクラスターとして、研究機関や

大学、病院、企業、スタートアップなどが集積し、再生医療、創薬・バイオ、医療機器

開発、遺伝子治療、計算科学、バイオものづくり等の先端分野において事業活動が行わ

れている。 

 神戸医療産業都市の研究開発や事業活動を広く発信することで、神戸医療産業都市

における取組みの理解促進を図り、将来的な医療・バイオを含む理系人材の育成・確保

につなげることを目的とする。 

 具体的には、神戸医療産業都市に集積する研究機関、大学、病院、スタートアップ、

医療関連企業等の活動や人材を魅力的に発信することにより、中高生等の若年層が理

系分野への興味・関心を高め、将来的に理系の進路や職業選択をイメージできる機会を

創出することを目指す。 

 

３．契約期間等 

契約締結日から令和９年３月31日（水曜）まで 

 

４．委託業務内容 

(1)動画の企画・制作 

・「２．業務目的」を踏まえ、市内の中学生１年生から高校１年生をメインターゲット

に、①理系に興味を持ってもらう、②理系の進路・キャリア形成に関心をもつという

内容で、神戸医療産業都市における最新技術を用いた取り組みをわかりやすく伝える

ものとしてシナリオを制作すること。 

  【主な使用シーン（想定）】 

   ・神戸市等が行う学校への出前授業 

   ・学校の先生が行う授業      等 

・テーマは市担当者と協議の上、再生医療、創薬・バイオ、医療機器、遺伝子治療、計

算科学、バイオものづくり等、神戸医療産業都市で取り組まれている活動の中から選

定すること。 

・継続的に動画媒体を発信し、若年層へわかりやすい内容で発信するため、活動の解説

事項等はイラストやＣＧ等を活用すること（実写は必要最低限とすること）。 

・言語は日本語で制作すること。 

・動画内容は30秒、横型をベースとし、制作本数は３本以上制作すること。ただし、横

型の動画をベースにデジタルサイネージでの掲出も可能とするため、15秒動画、縦型

を１本以上制作すること。 

・「２．業務目的」を踏まえ、演出及び表現手法を企画すること。 

・使用するＢＧＭは映像と調和する効果的なものを使用し、YouTubeでの掲出も想定す



るため、使用する音源は、著作権その他の権利処理が完了し、本業務における利用に

ついて適法な許諾を得たものに限る。また、使用した音源を納品時の報告書に記載す

ること。 

・制作手順は以下の手順で実施するとともに、最適な方法を提案すること。 

 ①企画打合せ 

 ②コンテ制作、確認 

 ③撮影前の確認（ロケハン、プラン・撮影物等の確認） 

 ④撮影 

 ⑤編集、校正（最低２回） 

 ⑥納品 

 

（2）補足事項 

・施設等への撮影申し入れ、許可については市が担当する。撮影に伴う経費（交通費

等）は委託料に含まれる。 

・受託者は、音楽等の著作権ならびに制作動画の無期使用など、動画制作にかかり料金

等を支払う必要がある場合は委託料で賄うこと。 

・使用する画像や動画等の素材については、原則受託者にて用意すること。ただし、神

戸市保有の素材については神戸市より提供可能（神戸医療産業都市の素材写真、俯瞰

写真や動画など）。 

・少なくとも月１回は本業務に関する定例打合せを行い、各業務の進捗状況の報告やロ

ケハン、確認作業なども含めて適宜、打合せを行うこと。 

 

（参考） 

・神戸医療産業都市ポータルサイト 

 https://www.fbri-kobe.org/kbic/resource/movie/ 

・神戸市ＨＰ 

 https://www.city.kobe.lg.jp/a89323/shise/kekaku/iryo.html 

 

５．成果物 

成果物 ：・実施報告書をデータで提出すること。なお、BGMやフォント、デザイン、

カラーなど、成果物に含まれる情報を記載すること。音源等、購入物があ

る場合は、案件と購入サイト名・購入日・購入者・責任者・決済方法につ

いて明らかにすること。 

・mp4 h.264、mov ProResHQ 1920×1080、1080×1920 

     ※制作した動画は、YoutubeやSNS（X、Instagram等）、ＨＰ、デジタルサイ

ネージでの発信を想定している。制作内容を踏まえた上で効果的な放映時

間や放映本数を提案すること。 

納入期限：令和９年３月31日（水曜）まで 

納入場所：神戸市中央区加納町６－５－１ 神戸市役所１号館12階  

神戸市企画調整局医療産業都市部 

https://www.fbri-kobe.org/kbic/resource/movie/
https://www.city.kobe.lg.jp/a89323/shise/kekaku/iryo.html


 

６．検査・支払方法 

・履行完了の報告後に検査を行う。 

・支払方法：一括払い 

（検査合格後、適法な請求書を受理した日から30日以内に支払う。） 

 

７．留意事項 

・本業務により作成される成果物に係る著作権は、本市に帰属し、又は受注者から本市

に譲渡されるものとする。なお、当該著作権の譲渡に要する費用は見積金額に含める

こと。 

・受注者は発注者に対し、当該成果物が第三者の特許権、著作権、実用新案権、意匠

権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利を侵害しないことを

保証すること 。 

・受託者は、本業務を遂行するにあたって知り得た情報の取り扱いについては、別添委

託契約約款第29条のとおりとする。 

・本仕様書に定めのない事項または本仕様書について疑義の生じた事項については、本

市と受託者が協議して定めるものとする。 

・本業務受託者が業務を遂行するにあたり必要となる経費は、契約金額に含まれるもの

とし、本市は契約金額以外の費用を負担しない。 

・業務の遂行にあたっては、本市の「神戸市情報セキュリティポリシー」及び「情報セ

キュリティ遵守特記事項」を遵守すること。 

なお、「神戸市情報セキュリティポリシー」及び「情報セキュリティ遵守特記事

項」については、以下のホームページを参照すること。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html 

  

８．その他 

以下の事項を含む成果物を制作することは認めない。 

・公序良俗に反する恐れのあるもの 

・違法行為又は違法行為を煽る内容に関するもの 

・人種・思想・信条等の差別又は差別を助長させるもの 

・誹謗中傷を含むもの 

・わいせつな内容を含むもの 

・業務上知り得た秘密に関するもの 

・政治性のあるものや選挙に関するもの 

・宗教性のあるものや迷信、非科学的なものに関するもの 

・社会問題又は係争中の案件について主義主張にかかるもの 

・その他社会通念に照らして市が不適当と認めるもの 

https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html


学生に向けた神戸医療産業都市認知拡大にかかる動画制作業務 

委託契約書(案) 

 神戸市（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）との間で、次の表の条項及び

別紙委託契約約款の条項（次の表の第５項に定める条項を除く。）により委託契約を締結する。 

１ 委託業務に係る委託料

（部分払、前金払又は概

算払により支払うもの

は、その旨、その金額及

び支払う時期） 

3,800,000円 

 

 精算を行う場合の方法  
 

２ 契約保証金（第３条関

係） 

免除 

３ 委託業務の履行に係る

期間又は期日（以下「委

託期間等」という。） 

契約締結日から令和９年３月 31 日 

 
債務負担行為又は長期継続契約に

該当する場合は、その旨 

なし 
 

 

４ 甲が乙に対し委託業務

の履行のために必要な機

械器具等、設備等を提供

する場合の有償又は免除

の別 

有償の場合の金額（第18

条第３項、第５項関係） 

なし 

 
委託料からの控除又は納入通知書

による納付の別、及び控除（納

付）時期 

なし 

５ 別紙委託契約約款のう

ち適用を除外する条項 

なし 

６ 別紙委託契約約款に付

加する条項 

なし 

７ 担保期間（第13条） 
なし 

〔紙契約の場合〕  

この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自

その１通を保有する。 

〔電子契約の場合〕 

この契約の締結を証するため、甲と乙は、本電子契約書ファイルを作成し、それぞれで電子

署名を行う。なお、本契約においては電子データである本電子契約書ファイルを原本として

扱うものとし、同ファイルを印刷した文書はその控えとする。 

    年  月  日 

  神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲 神戸市 

契約担当者 企画調整局長 西尾 秀樹   印 

 



 

※電子契約の場合は「印」は削除する。 

   

   

乙  

                          印 

※電子契約の場合は「印」は削除する。 

 

 





























様式１ 

- 1 - 

 

情報セキュリティ遵守特記事項 

 

（趣旨） 

第１条 この契約で定める情報セキュリティ遵守特記事項（以下「特記事項」という。）は、次の各

号の契約（以下、「委託契約等」という。）の約款の特記条項として、個人情報を取り扱う業務又

はネットワーク又は情報システムの開発、保守又はデータ処理その他情報処理に係る業務（ただ

し、業務遂行のための連絡用ツールとしてクラウドサービス等の外部サービスを利用する場合は

除く。以下「情報処理業務」という。）の委託契約等に関する情報の取扱いについて、必要な事項

を定めるものである。 

（１） 物品売買契約 

（２） 物品賃貸借契約 

（３） 製造その他請負契約 

（４） 委託契約（企業会計も含む） 

 

（定義） 

第２条 この特記事項において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 個人情報 

個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第 57号）第２条第１項に規定する個人情報をい

う。 

(2) 特定個人情報 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第

27号）第２条第９項に規定する特定個人情報をいう。 

(3) 第１号及び前号以外の秘密等に係る情報 

法令の規定により秘密を守る義務を課されている情報、部外に知られることが適当でない法人

その他の団体に関する情報及び部外に漏れた場合に行政の信頼を著しく害するおそれのある情

報をいう。 

(4) 重要情報 

第１号から前号までに規定する情報及び神戸市（以下「甲」という。）が指定する情報をいう。 

(5) 情報 

重要情報及び重要情報以外の情報をいう。 

 

（基本的事項） 

第３条 この契約により甲から業務を受託または請負し情報を取り扱う者（以下「乙」という。）は、

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）、行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）、神戸市個人情報保護法の施行等

に関する条例（令和４年12月条例第 17号）、神戸市会の個人情報の保護に関する条例（令和５年

２月条例第 18号）、神戸市会の個人情報の保護に関する条例施行規則（令和５年３月規則第１号）

及び神戸市情報セキュリティポリシーその他関係法令を遵守し、この契約による業務（以下「委

託業務等」という。）を通じて知り得た情報の保護の重要性を認識し、委託業務等を履行するため
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に必要な情報の取扱いにあたっては、甲の業務に支障が生じることがないよう、適正に取り扱わ

なければならない。 

２ 乙は、委託業務等を通じて知り得た情報を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならない。 

３ 乙は、委託業務等を履行するにあたって、情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防止その他

情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（管理体制の整備等） 

第４条 乙は、情報の適正な管理を実施する者として業務責任者を選定して管理組織を整備すると

ともに、前条第３項の措置に係る管理規程又は情報の具体的な取扱い内容を規定しなければなら

ない。 

２ 乙は、前項に定める管理体制を書面により速やかに甲に通知しなければならない。管理体制を

変更するときも同様とする。 

３ 乙は、情報処理業務を行う場所及び情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所において、

入退室の規制及び防災防犯対策その他必要な情報セキュリティ対策を講じなければならない。 

 

（従事者の監督） 

第５条 乙は、乙の業務責任者に、乙の従業員その他委託業務等に従事する者（以下「従事者」と

いう。）に対し、委託業務等を通じて知り得た重要情報を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当

な目的に使用しないよう、並びに委託業務等に関する重要情報を安全に管理するよう、必要かつ

適切な監督を行わせなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様と

する。 

 

（教育の実施） 

第６条 乙は、乙の業務責任者及び従事者に対し、委託業務等に関する情報を取り扱う場合に遵守

すべき事項、関係法令に基づく罰則の内容及び民事上の責任その他委託業務等の適切な履行のた

めに必要な事項に関する研修等の教育を実施しなければならない。 

 

（作業場所及び従事者の届出） 

第７条 乙は、委託業務等に関する仕様書において委託業務等の履行に係る作業場所が定められて

いない場合、当該作業場所を書面により速やかに甲に届け出なければならない。作業場所を変更

するときも同様とする。 

２ 乙は、委託業務等を履行するにあたって、作業場所ごとに従事者の所属（特定個人情報を取り

扱う場合は従事者の氏名及び役職も必要）その他必要な事項を書面により速やかに甲に届け出な

ければならない。従事者を変更するときも同様とする。 

 

（収集の制限) 

第８条 乙は、委託業務等を履行するにあたって情報を収集するときは、委託業務等を履行するた

めに必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 
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（目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第９条 乙は、委託業務等を履行するにあたって知り得た情報を、甲の書面による事前の承諾を得

ることなく委託業務等を履行する目的以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第 10 条 乙は、委託業務等を履行するにあたって甲から貸与された重要情報が記載又は記録され

た文書及び資料その他ファイル等を、甲の指示又は承諾を得ることなく複写し、又は複製しては

ならない。 

 

（重要情報の管理） 

第 11条 乙は、委託業務等に関する重要情報を安全に管理するため、次の各号に定める事項を遵守

しなければならない。 

(1)  重要情報を作業場所以外に持ち出さないこと。やむを得ず持ち出さなければならないときは、

甲の承諾を得たうえで行い、持ち出しの状況に関する記録を作成し、確実に保管すること。 

(2)  重要情報が記載された文書が第三者の利用に供されることのないよう施錠管理すること。ま

た、重要情報が格納された電子計算機又は電磁的記録媒体が第三者の利用に供されることのな

いよう、記憶領域の暗号化又はファイルへのパスワード設定を施したうえで施錠管理すること。 

(3) 重要情報の格納又は処理を行うにあたって、個人のパーソナルコンピュータ等の電子計算機

又は電磁的記録媒体を使用しないこと。 

(4) 重要情報を処理する電子計算機について、ＯＳ・アプリケーションの最新化やウィルス対策

（ウィルス対策ソフトウェアのインストール及び定期的なウィルススキャンの実施等）等の適

切なセキュリティ対策を実施すること。 

 

（再委託先等の監督等） 

第 12条 乙は、委託業務等を遂行するために得た重要情報を自ら取り扱うものとし、第三者に取り

扱わせてはならない。ただし、甲の書面による事前の承諾を得た場合は、この限りではない。 

２ 乙は、前項ただし書の規定により重要情報を取り扱う業務を第三者に再委託または下請負（以

下「再委託等」という。）する場合、当該再委託等を受ける者（以下「再委託先等」という。）に

対し、この契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

３ 乙は、再委託先等の当該業務に関する行為及びその結果について、乙と再委託先等との契約（以

下「再委託契約等」という。）の内容にかかわらず、甲に対して責任を負うものとする。 

４ 乙は、第２項の再委託等を行う場合、再委託契約等において、再委託先等が委託契約約款及び

製造その他請負契約約款並びに特記事項を遵守するために必要な事項その他甲が指示する事項を

規定するとともに、再委託先等に対する必要かつ適切な監督、重要情報に関する適正な管理及び

情報セキュリティ対策について、具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、第２項の再委託等を行った場合、再委託先等による当該業務の履行を監督するとともに、

甲の求めに応じて、履行の状況を甲に対して適宜報告しなければならない。 

６ 乙は、再委託先等に対し、甲の書面による事前の承諾なくして、重要情報をさらなる委託等（以

下「再々委託等」という。）により第三者（以下「再々委託先等」という。）に取り扱わせること

を禁止し、その旨を再委託先等と約定しなければならない。 
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７ 第１項から前項までの規定は、前項の規定による甲の承諾を得て重要情報を取り扱う業務を

再々委託等する場合について準用する。 

 

（提供文書等の返還及び廃棄等） 

第 13条 乙は、委託業務等を履行するにあたって甲から貸与され、又は乙が収集し、複製し、若し

くは作成した重要情報が記載又は記録された文書及びファイル等を善良な管理者の注意をもって

管理し、この契約が終了し、又は解除された後直ちに甲に返還し、又は引き渡さなければならな

い。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、重要情報が記録されたファイル又はファイルが格納された電磁

的記録媒体（以下「ファイル等」という。）の廃棄等を甲が指示した場合、乙は、ファイル等から

すべての情報を消去し、復元不可能な状態にする措置を講じなければならない。また、甲は、職

員による立ち会い又は証拠書面の提出により当該措置の履行確認を確実に行わなければならない。 

３ 第１項の場合において、乙が乙の電子計算機を使用して重要情報を処理し、同項ただし書の規

定により当該電子計算機（以下「機器」という。）に格納された当該重要情報の消去を甲が指示し

た場合、乙は、機器からすべての情報を消去し、復元不可能な状態にする措置を講じなければな

らない。また、甲は、職員による立ち会い又は証拠書面の提出により当該措置の履行確認を確実

に行わなければならない。 

 

（報告及び検査） 

第 14条 甲は、乙に対し、契約開始時に委託業務等に関する情報の管理状況及び情報セキュリティ

対策の実施状況についての報告書を提出させなければならない。又、必要があると認めるときは、

検査をすることができる。 

２ 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、委託業務等である情報処理業務を行う場所及び

情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所で検査することができる。 

３ 乙は、甲から前２項の指示があったときは、速やかにこれに従わなければならない。 

 

（事故発生時等における報告等） 

第 15条 乙は、甲の提供した情報並びに乙、再委託先等又は再々委託先等が委託業務等の履行のた

めに収集した情報について、火災その他の災害、盗難、紛失、漏えい、改ざん、破壊、コンピュ

ータウイルスによる被害、不正な利用、不正アクセスその他の情報セキュリティ事故が発生した

とき、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従わな

ければならない。 

２ 乙は、前項の場合において、次の各号に定める事項を行わなければならない。 

(1) 直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じること。 

(2) 甲の求めに応じて、当該事故の原因を分析すること。 

(3) 甲の求めに応じて、当該事故の再発防止策を策定し、実施すること。 

(4) 甲の求めに応じて、当該事故の経緯等の記録を書面で提出すること。 

３ 乙は、第１項の場合に備え、同項及び前項に定める報告等必要な事項を速やかに行うことがで

きるよう、緊急時連絡体制を整備しなければならない。 
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（契約の解除及び損害の賠償） 

第 16条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、乙に対してこの契約の解除及び損害賠償の

請求をすることができる。 

(1) 委託業務等を履行するために乙、再委託先等又は再々委託先等が取り扱う重要情報について、

乙、再委託先等又は再々委託先等の責に帰すべき理由による漏えい、滅失、き損又は改ざんが

あったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、委託業務等の目的を達成することができないと

認められるとき。 

 


